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研究成果の概要（和文）：　日本のICT企業が国際競争力を回復するためには、世界的な優良ICT企業の研究開
発・事業戦略と比較検証する必要がある。なぜなら、日本のICT企業の問題点として、せっかくの研究開発成果
が経営成果に結び付かないからである。本研究は、日韓米のICT企業であるパナソニック、ソニー、Samsung、
LG、Apple、Google の2000 年代以後の主要なICT製品の研究開発・事業戦略について、インタビュー調査や財務
情報などによる「非特許情報」と社会ネットワーク分析とテキストマイニングなどによる「特許情報」の解析を
用いて動態的・複眼的に比較検証することで、有効な事業・研究開発戦略を探索する。

研究成果の概要（英文）： Many Japanese ICT companies had been in poor management due to the collapse
 of the bubble economy in early 1990s. In order to rebuild their competitiveness, Japanese companies
 have enacted various management reform (such as shrinking and rebirth of business, review of 
long-term business relations, investment to technology R&D) in the last 30 years. However, Japanese 
ICT companies still couldn't regain sustained competitive advantage. Because, the exploration degree
 on Japanese ICT companies are lower than foreign rival company which means Japanese companies tend 
to emphasize the exploitation type innovation and lack for explorational innovation.

研究分野：技術経営論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的な特色は、日韓米のICT 企業の研究開発・事業戦略についてDynamic Capabilities理論で議論
している点である。DCの問題点として、M&AやMOT（技術経営論）などの既存研究との関係性が乏しい点がある
が、MOTとDCとの関係性を検討することで、DCの理論発展に寄与できた。また、日韓米のICT 企業の研究開発・
事業戦略について「特許情報」などを用いて比較検証した。各ICT企業の資本・取引関係ネットワークや市場占
有率、財務情報などと「特許情報」を複眼することで、各企業の研究開発・事業戦略の特徴と経営成果との関係
性を動態的・複眼的に比較検証できた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1. 研究開始当初の背景 
 
私たちは日韓の ICT企業の研究開発戦略・事業戦略に注目し、経営戦略論のResource Based 

View（以下、RBV）と Dynamic Capabilities（以下、DC）の観点から比較検討して来た(1) (2) 

(3)。ICT産業の特徴は、急速・急激な技術革新が頻繁に起こりやすい市場であるため、企業
にとって研究開発・事業の戦略をいかに作成・実行するかは重要な課題である。特に、ICT
企業は既存の経営資源を活用・蓄積・発展していくか（活用型・RBV の観点）、あるいは、
既存の経営資源を再配置・破壊し、内外から新たな経営資源を探索・再構築するか（探索型・
DCの観点）という対立する難題に直面する。例えば、我らの研究によると、日韓米の ICT
企業のスマートフォンに関連する研究開発・事業戦略を特許データで比較検証すると、2007
年に Apple Inc.（以下、Apple）の iPhone登場の前後から、日米韓の各企業に大きな違いが
あり、それがその後の経営成果に多大な影響を与えた可能性を指摘していた。すなわち、先
行者（First mover）である米国の Appleが探索型の研究開発戦略とグローバルな水平分業の
事業戦略を選択していたのに対して、素早い追随者（Fast follower）である韓国の Samsung 
Electronics Co., Ltd. （以下、Samsung）は新規のスマートフォン向けに素早く方向転換する
探索型の研究開発戦略と垂直統合の事業戦略を選択していた。それに反して、日本企業（例、
パナソニック株式会社（以下、パナソニック））は既存の研究内容や方向性を持続・改善す
る活用型の研究開発戦略と垂直統合の事業戦略を維持していた。 
しかし、このような日本企業の戦略的意思決定は、競争優位を弱化させた可能性がある。
むろん、2017年の Samsungスマートフォンのリコール問題のように、各 ICT企業の研究開
発・事業戦略には各々長所と短所があるため、日本の ICT企業に有効な研究開発・事業戦略
を模索するには、さらなる研究の必要性が出てきた。 
 
2. 研究の目的 
 
日本の ICT産業はかつて自動車産業とともに高い国際競争力を持つ産業であったが、2000
年以降の関連技術のデジタル化・融合化や新興企業の台頭、製品のコモディティ化などで苦
戦を強いられている。本研究では、世界的な優良 ICT企業（Apple, Google LLC（以下、Google）, 
Samsung）と日本のパナソニック株式会社とソニーグループ株式会社（以下、ソニー）の研
究開発・事業戦略の長所と短所を比較検証することによって、日本 ICT 企業の有効な研究
開発戦略・事業戦略を導き出すことができないのかを考える。特に、各 ICT企業の「特許情
報」などの客観的で公平な指標を基礎としつつ、「非特許情報」を併せて参酌し、それらを
交互に収集・補完分析することで、妥当性がある研究開発・事業戦略のモデルを構築するこ
とを目指していた。 

DC理論では経営資源の再配置・再構築の有効性を究明するためには、特に各企業の研究
開発プロセス、M&Aプロセス、戦略的提携プロセスなどに注目する必要があると言われて
いる(4)。そこで本稿では、日本と世界的な優良 ICT 企業の研究開発プロセスに特に注目し、
各社の研究開発戦略（探索型・活用型）を「非特許情報」と「特許情報」で操作化・可視化
し、比較検証する。具体的には日韓米の ICT企業（パナソニック、ソニー、Samsung、LG、
Apple、Google）6社の 2000年代以後の主要な ICT製品の研究開発戦略を「特許情報」で解
析する。最後に、各社の研究開発・事業戦略が経営成果に与える影響について考察した後、
日本の ICT企業に有効な研究開発・事業戦略を探索する。 
 
3. 研究の方法 
 
本研究では以下の手順で進行して行った。第一に、
各社の研究開発・事業戦略について「非特許情報」と
「特許情報」で操作化・可視化し、各社のポジション
を鳥瞰する。第二に、パナソニックと Samsungの研究
開発戦略・事業戦略についてインタビュー調査を行う。
第三に、各社の研究開発戦略における主な関心分野・
人的資源の配置などについて、「特許情報」からその特
徴を明らかにし、各社の研究開発戦略の特徴をパター
ン化する。最後に、各社の研究開発・事業戦略と経営
成果との関係性について定量的にパネルデータを構築
し、各社が採択した戦略の有効性を比較検証する。具体的には以下のような研究課題と研究



方法を試みた。第一に、各社の研究開発戦略についてはコア開発メンバー（上位出願者出願
者）の存続率などをヒットマップで可視化し、特許引用と出願者のデータにより社会ネット
ワーク分析（中心性、Page rank など）を行うことで、各社の主要技術や内外の研究協力ネ
ットワークを明らかにする（図 2, 図 3を参照）。第三に、各社の特許内容をテキストマイニ
ング（対応分析、自己組織化マップなど）で、各社の研究開発戦略の方向性を可視化する（図
4を参照）。第二に、2000 年以後の各社の事業戦略については資本・取引関係ネットワーク
で可視化する。最後に、各社の研究開発・事業戦略（例、パナソニックの垂直統合・活用型、
Samsungの垂直統合・探索型）の特徴を比較検証し、有効な事業・研究開発戦略を探索した。 
 
4. 研究成果 
 
 ここでは研究成果の一部として日韓の代表的な ICT 企業であるパナソニックと Samsung の研
究発戦略に主に比較しながら、両社の研究開発戦略の特徴を俯瞰する。図 1は日韓の主要 ICT企
業であるパナソニック、ソニー、シャープ、Samsung が日本で取得した特許件数の推移である。
図 1から日本の ICT企業は研究成果として特許取得を積極的に行っていたことが明らかである。 

 
図 1 日韓の主要 ICT企業の特許推移 

 
 
図 2は日韓の代表的な ICT企業であるパナソニックと Samsungが申請した特許から共同発明者
のネットワークを可視化したものである。我らの分析ではこれらのネットワークの特徴から各
社の研究開発戦略のパターンを導くことができる。例えば、図 3は、日韓の代表的な企業である
パナソニック、Sharp、Sony、Samsung のコア開発メンバーがスマートフォン関連の研究プロジ
ェクト（特許出願）に関連して、次年度以降も主要プロジェクトに参加しているかを計量し、そ 
 

図 2特許データから各社の共同研究者のネットワークの可視化 

 



図 3 日韓主要 ICT企業のコア開発メンバーの存続率（上位特許出願者） 

 
 
の比率から研究開発組織のコア・開発メンバーの存続率をヒットマップで可視化したものであ
る。この分析結果から、スマートフォンが市場に登場する 2007年頃から日本企業らより Samsung
のコア・開発メンバ―の存続率が相対的に低くなっていることが明らかである。さらに、図 4a
と図 4bは各社の研究開発分野における探索率（前年度の研究開発分野が次年度の研究分野
との重複度合）を計量し、その推移を可視化したものである。この図から、2008 年頃から
Samsungの探索率が相対的に、日本の 3社より高いことが明らかである(5)。これらの結果か
ら、スマートフォンの登場頃、Samsungは研究開発戦略において素早い追随者（Fast follower）
戦略を採択し、研究開発の人的資源を積極的に再配置する探索型の研究戦略を採択してい
たと考えられる。 
 

図 4a 日韓主要 ICT企業の研究開発における探索率（分類基準） 

 
図 4b 日韓主要 ICT企業の研究開発における探索率（Text Mining） 

 

 



一方、日本のパナソニックはスマートフォンの登場する際にも人的資源の再配置・新規の研究
分野への探索よりは既存の人的資源の活用・既存研究分野への深化する研究戦略を採択してい
たと考えられる。 
 これらの研究結果を踏まえて、Samsung の経営成果から Samsung の研究開発戦略が日本企業
の研究開発戦略よりいつも優れていたと断言するのは時期尚早かもしらない。しかし、図 4bの
ように、Samsungの研究戦略の推移を見ると、市場環境の変化に沿って活用型と探索型に柔軟に
対応していたことに注目する必要がある (6) (7) 。今後は Samsung の研究開発戦略で見えるよう
に、両利きの経営（ambidexterity）が重要である。 
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